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令和７年第１回福岡県後期高齢者医療 

広域連合議会定例会の結果 

 

 

１ 日時・場所  令和７年２月３日（月） 博多サンヒルズホテル ２階 瑞雲の間 

（開会：午後２時、閉会：午後３時５５分） 

 

 

２ 議員の出欠  出席２８名（欠席６名） 

 

 

３ 議事の概要 

（１）副議長選挙（選挙第１号） 

   当選人：森田 卓也（宗像市議会副議長）  ※指名推選により当選人決定。 

 

（２）諸般の報告 

① 広域連合議会議員の異動報告 

１．前回の定例会（令和 6年 7月 31日）以降の閉会中に辞職した議員 

議員氏名 役職 辞職日 備考 

武末 茂喜 那珂川市長 令和 6年 8月 30日 任期満了 

吉田 剛 宗像市議会副議長 令和 6年 9月 26日 
議長による 

辞職許可 

倉重 良一 大川市長 令和 6年 10月 22日 任期満了 

三田村 統之 八女市長 令和 6年 11月 15日 任期満了 

  

２．前回の定例会（令和 6年 7月 31日）以降の閉会中に当選した議員 

議員氏名 役職 当選人告示日 備考 

武末 茂喜 那珂川市長 令和 6年 9月 27日 再選 

江藤 義行 大川市長 令和 6年 11月 15日  

森田 卓也 宗像市議会副議長 令和 6年 11月 26日  

簑原 悠太朗 八女市長 令和 6年 12月 11日  

② 例月現金出納検査（令和６年６月分～令和６年１１月分）の結果報告 

 

（３）議員提出議案 

番号 件名 結果 特記事項 

議員提出議案 

第１号 

福岡県後期高齢者医療広域連合

議会の個人情報の保護に関する

条例の一部改正について 

原案可決 質疑及び討論なし。 

 

＜参考＞ 
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（４）広域連合長提出議案等 

番号 件名 結果 特記事項 

承認第１号 専決処分した福岡県後期高齢者

医療広域連合第４次広域計画の

一部改正の報告及び承認につい

て 

承認 質疑及び討論なし。 

承認第２号 専決処分した福岡県後期高齢者

医療広域連合後期高齢者医療に

関する条例の一部改正の報告及

び承認について 

承認 質疑及び討論なし。 

議案第１号 刑法等の一部を改正する法律の

施行に伴う関係条例の整理に関

する条例について 

原案可決 質疑及び討論なし。 

議案第２号 福岡県後期高齢者医療広域連合

職員の勤務時間、休暇等に関す

る条例の一部改正について 

原案可決 質疑及び討論なし。 

議案第３号 福岡県後期高齢者医療広域連合

後期高齢者医療に関する条例の

一部改正について 

原案可決 質疑及び討論なし。 

議案第４号 令和６年度福岡県後期高齢者医

療広域連合後期高齢者医療特別

会計補正予算（第２号） 

原案可決 質疑及び討論なし。 

議案第５号 令和７年度福岡県後期高齢者医

療広域連合一般会計予算 

原案可決 質疑及び討論なし。 

議案第６号 令和７年度福岡県後期高齢者医

療広域連合後期高齢者医療特別

会計予算 

原案可決 質疑あり（※１）。 

討論なし。 

同意第１号 副広域連合長の選任について 同意 質疑及び討論なし。 

同意第２号 監査委員の選任について 同意 質疑及び討論なし。 
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※１ ＜議案質疑＞ １名  発言者：中山 郁美（福岡市） 

議案第６号 令和７年度福岡県後期高齢者医療広域連合 

後期高齢者医療特別会計予算 

質疑の要旨 答弁の要旨 

 

１・物価高騰など被保険

者を取り巻く厳しい経

済状況に対する所見 

 ・史上最高額となって

いる一人あたり保険料

を 2025年度も継続す

るのか 

 ・運営安定化基金の取

崩額を約 75億円に留

める理由 

 ・2021年度から 2023

年度までの保険料滞納

者数の推移 

 

昨今の物価上昇の中、限られた年金額と社会保険料

の負担が被保険者の方々の日々の生活に影響を与え

ていることは承知している。後期高齢者医療制度の保

険料については、所得に応じて負担する所得割額と被

保険者全員が負担する均等割額で構成しており、所得

が少ないなど経済的な困難さに配慮するため、均等割

額は７割軽減・５割軽減・２割軽減という措置を設け

るなど、保険料算出に際し、被保険者の負担能力を踏

まえることとなっている。保険料の納付が困難な方か

らの相談については、市町村の窓口で、必要に応じて

生活状況に配慮したうえで、分割納付の相談や減免制

度の案内、福祉サービスへつなぐなどの対応を行って

いる。 

第９期の１人当たりの保険料が制度開始以来最大

になった要因は、少子高齢化に伴う支え手の減少に対

応するため、増加する医療費を、負担能力に応じて、

すべての世代で公平に支え合うという「全世代対応型

の持続可能な社会保障制度」を構築するにあたり、国

の制度改正を踏まえた結果である。保険料率について

は、高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、２か

年を通じて財政の均衡を保つよう算定しているため、

第９期中途において見直すことは考えていない。 

第９期の保険料率算定においては、制度改正による

大幅な保険料率の上昇が見込まれたことから、第８期

同様、剰余金、運営安定化基金合わせて過去最大額で

ある１６０億円の財源を活用し、保険料率の上昇抑制

を図ることにしている。取崩額については、令和６年

度に約 85億円、令和７年度に約 75億円と計画してい

る。 

広域連合における、2021年度から 2023年度までの

保険料滞納者数については、 

2021（令和３）年度が 7,301人 

2022（令和４）年度が 8,687人 

2023（令和５）年度が 9,239人 となっている。 

２・年金収入は増えない

中、出費は増え続ける

被保険者の保険料負担

能力は下がり続けてい

るのではないか。 

・現状は緊急事態であ

り、保険料負担を減ら

後期高齢者医療制度の保険料については、所得に応

じて負担する所得割額と、被保険者全員が負担する均

等割額で構成しており、所得が少ないなど経済的な困

難さに配慮するための措置を設けるなど、保険料算出

に際し、被保険者の負担能力を踏まえることとなって

いる。また、所得の少ない者に係る保険料の減額の所
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質疑の要旨 答弁の要旨 

さなければ滞納者はさ

らに増大するのは必至

ではないか。 

・75億円に留めず 115億

円全額取り崩してでも

保険料緊急減免を行う

べきではないか。 

 

得判定基準については、国において、令和６年度の消

費者物価の伸びの見通し等を考慮し、令和７年度の均

等割額の軽減対象所得基準を引き上げており、広域連

合においても、該当する条例の一部改正議案を提出

し、先ほど可決いただいているので、適切に保険料を

算定していく。 

保険料の納付が困難な方からの相談については、市

町村の窓口で、必要に応じて生活状況に配慮したうえ

で、分割納付などの対応を行っている。 

第９期の保険料率算定においては、制度改正による

大幅な保険料率の上昇が見込まれたことから、第８期

同様、過去最大額である 160億円の財源を活用し、保

険料率の上昇抑制を図ることとしている。運営安定化

基金については、今後も医療費の増大が見込まれる

中、計画的な活用を図っていく。 

３ 第９期途中であって

も、保険料緊急減免を

行えるよう県に財政措

置を求めるとともに運

営安定化基金の全額活

用も図るよう予算案を

組みなおすべきではな

いか。 

保険料率は、法律に基づき、２か年を通じて財政の

均衡を保つよう算定しており、基金も計画的に活用し

ていく必要があるため、第９期中途において、予算案

を組みなおすことは考えていない。 

 

（５）一般質問（１名） 

 ①質問者：中山 郁美（福岡市） 

質問の要旨 答弁要旨 

高額療養費制度の改悪について 

１ 上限額引き上げにつ

いて、国の新年度予算

案における概要と被保

険者に対する影響並び

に広域連合としての所

見。 

   

令和７年度厚生労働省の予算案において、前回の見

直しから、物価・賃金の上昇など経済環境が変化する中

でも、高額療養費の自己負担限度額の上限は実質的に

維持されてきたことなどを踏まえ、セーフティネット

としての高額療養費の役割を維持しつつ、健康な方を

含めた全ての世代の被保険者の保険料負担の軽減を図

る観点から、自己負担限度額の引き上げや所得区分の

細分化などの見直しを行うこととされている。 

これらの見直しについては、令和７年８月から令和

９年８月にかけて、段階的に行われることとされてお

り、令和７年８月に、所得区分ごとの自己負担限度額の

引き上げ、令和８年８月からは、住民税非課税世帯を除

く所得区分毎に、更に３区分に細分化し、それぞれの所

得に応じて自己負担限度額を引き上げ、外来特例につ

いても見直すこととされている。 



- 5 - 

質問の要旨 答弁要旨 

見直しにあたっては激変緩和措置として、一部の所

得区分を除き、令和８年８月と令和９年８月の２段階

に分け、引き上げることが検討されている。 

高齢化の進展や医療の高度化、高額薬剤の開発・普及

等により、高額療養費の総額が年々増加し、医療保険財

政に大きな影響を与えている。一方で、前回の見直しか

ら、物価・賃金の上昇など経済環境が変化する中でも、

高額療養費の自己負担限度額の上限は実質的に維持さ

れてきたことなどを踏まえ、今回の見直しが進められ

ている。 

被保険者に対する影響については、国において、高額

療養費の引き上げが家計や受療行動等に与える影響を

分析するとしており、必要なデータを把握していくた

めの方策等について、今後検討していくことが示され

ている。 

広域連合としては、高額療養費の引き上げに伴う影

響についての分析など、国の動向を注視していく。 

 

２ がんなどの重い病気

の方々に療養費の負担

増を強いるやり方は人

道上問題があるのでは

ないか、所見を。 

 

今回の高額療養費の見直しについては、セーフティ

ネットとしての役割を維持しつつ、健康な方を含めた

全ての世代の被保険者の保険料の負担軽減を図る観点

から行うこととされている。 

見直しにあたっては、能力に応じて全世代が支え合

う全世代型社会保障を構築する観点から、平均的な収

入を超える区分については引き上げ率を高くし、平均

的な収入を下回る区分の引き上げを緩和するなど、所

得が低い方に対して一定の配慮が行われることとされ

ている。 

併せて、今回の見直しにより必要な受診が妨げられ

ることのないよう、丁寧な周知等を徹底することに加

え、予防・健康づくりの重要性の再認識に向けた働きか

けを行うことなどが、国において検討されている。 

広域連合としては、今後とも国の動向を注視してい

く。 

 

３ 国に対して、上限額

引き上げの撤回を求め

るよう意見をあげるべ

きではないか。 

今回の高額療養費の見直しについては、少子高齢化

に伴う支え手の減少に対応するため、増加する医療費

を、負担能力に応じて、すべての世代で公平に支え合う

「全世代対応型の持続可能な社会保障制度」を構築す

る観点から見直しが進められており、広域連合として

は、今後とも国の動向を注視していく。 
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質問の要旨 答弁要旨 

マイナ保険証について 

１・被保険者における利

用率 

 ・低い利用率の要因及

び紙の保険証の新規発

行をやめたことに対す

る所見。 

マイナ保険証の、令和６年１１月時点での利用率は、

全国の後期高齢者医療広域連合の被保険者の平均で

21.18％、本広域連合の被保険者では 20.14％となって

いる。 

利用率が低い要因については、国において、 

・医療機関等の機器の不具合により、正しい負担割合等

が表示されないケースがあり、国民が不安に感じてい

ること 

・マイナ保険証のメリットがまだ国民に、十分には浸透

していないこと 

等とされている。 

また、紙の保険証の新規発行をやめたことについて

は、国において、マイナンバーカードと健康保険証の一

体化にあたって、過去の服薬情報や健診情報などのデ

ータに基づくより良い医療が受けられる、突然の手術・

入院でも高額支払いが不要になる、救急現場で、搬送中

の適切な応急処置や病院の選定などに活用されるな

ど、一定のメリットがあると示されており、広域連合と

しても、普及促進のための周知広報に努めている。 

なお、国において、マイナ保険証を基本とする仕組み

への円滑な移行に向けた対応として、12 月以降も有効

期限までは現行の被保険者証を使用可能とするととも

に、当分の間、マイナ保険証をお持ちでない方などに対

しては、申請によらず、職権での資格確認書の交付を可

能としている。 

更に、後期高齢者医療制度においては、高齢者に配慮

し、令和７年８月の年次更新までの間の暫定的な運用

として、新規加入者、券面情報に変更が生じた者及び被

保険者証の紛失等に伴い再交付を申請する者に対し

て、マイナ保険証の保有状況にかかわらず、資格確認書

を職権交付することとされている。 

 広域連合としては、今後とも国の動向を注視してい

くとともに、被保険者が安心して受診できるよう、適切

に対応していく。 

 

２ 紙の保険証との併用

を可とするよう国に求

めるべきではないか。 

国において、マイナンバーカードと健康保険証の一

体化については、「データに基づいて、よりよい医療が

受けられる」など、一定のメリットがあると示されてお

り、広域連合として、紙の保険証の併用期間を延長する

ことについて、国に求める考えはない。 

今後とも、被保険者の皆様に安心して受診していた

だけるよう、国の方針を踏まえ、適切に対応していく。 
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質問の要旨 答弁要旨 

無料低額診療について 

１・制度の概要及び重要

性についての所見。 

 ・保険薬局が対象とな

らないことに対する所

見 

 ・利用状況の５年間の

推移 

 ・制度についての広域

連合としての広報の現

状 

無料低額診療事業は、社会福祉法の規定に基づき、生

計困難者が経済的な理由によって必要な医療を受ける

機会を制限されることのないよう、無料または低額な

料金で診療を行う事業であり、国民生活において、社会

福祉を目的とする事業の１つであると認識している。 

無料低額診療事業は、社会福祉法に「生活困難者のた

めに、無料又は低額な料金で診療を行う事業」と規定さ

れ、診療行為に限定されていることから、保険薬局は対

象となっていないと認識している。なお、事業の所管窓

口である福岡県および両政令市においては、社会福祉

法に定める国の制度であることから、国が責任をもっ

て検討すべき課題とされており、広域連合も、同様の考

えである。 

「利用状況の５年間の推移」について、広域連合にお

いては、県内の 30を超える医療機関で無料低額診療事

業が行われていることを確認しているが、事業の所管

窓口ではないため、後期高齢者医療制度における被保

険者の利用状況は把握していない。 

広域連合としては、事業の広報については、基本的に

は、住民に身近な窓口である市町村などにおいて、取組

みを行っていくべきであると考えており、ホームペー

ジや印刷物などでの広報は行っていないが、事業の問

い合わせについては、平成 28年７月から、広域連合の

「お問い合わせセンター」において、問い合わせに応

じ、概要の説明や実施医療機関の紹介などの対応を行

っているところである。 

 

２・経済状況の悪化の下

で、医療のセーフティ

ネットとしての役割は

高まっており、広域連

合として実施医療機関

の拡大に取り組むべき

ではないか。 

 ・保険薬局への対象拡

大が急がれると思うが

所見を 

 ・需要は高まっている

はずであり、広域連合

としても広報の充実を

図るべきではないか。 

無料低額診療事業を実施する医療機関の拡大につい

ては、広域連合は事業の所管窓口ではないため、事業の

所管窓口である福岡県および両政令市において、必要

に応じ、取り組まれるものと考えている。 

保険薬局への対象拡大については、事業の所管窓口

である福岡県および両政令市においては、社会福祉法

に定める国の制度であることから国が責任をもって検

討すべき課題とされており、広域連合も同様の認識で

ある。 

事業の広報については、基本的には、住民に身近な窓

口である市町村などにおいて、取組みを行っていくべ

きであると考えており、広域連合としては「お問い合わ

せセンター」での対応にあたって、無料低額診療事業も

含め、経済的な理由でお困りの被保険者からの問い合
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質問の要旨 答弁要旨 

わせについては、住民に身近な市町村の窓口に、より円

滑につなぐなどの対応に取り組んでいく。 

 

３・県や市町村と協力

し、広報物やポスター

を発行し公共施設や医

療施設等に掲示・設置

するなどして困窮者へ

の医療保障をすべきで

はないか。 

 ・保険薬局への適用を

はじめ制度の充実を国

に強く求めるととも

に、実現までの間、県

として補助制度等をつ

くるよう求めるべきで

はないか。 

無料低額診療事業の広報については、基本的には、住

民に身近な窓口である市町村などにおいて、取組みを

行っていくべきであると考えており、広域連合として

は、「お問い合わせセンター」での対応にあたって、無

料低額診療事業も含め、経済的な理由でお困りの被保

険者からの問い合わせについては、住民に身近な市町

村の窓口に、より円滑につなぐことなどの対応に取り

組んでいく。 

広域連合においては、無料低額診療事業の保険薬局

への適用についての国への要望や県の補助制度の創設

については、制度の所管窓口である福岡県および両政

令市において、必要に応じて検討されるべきものと考

えている。 

なお、福岡県および福岡市、北九州市の両政令市に対

しては、本広域連合議会において、今回ご質問をいただ

いたことについてお知らせするなど、情報共有を図っ

ていく。 

 

 

 

（６）請願 

請願第１号 
後期高齢者の医療制度「改悪」等に対する“国への「意見書」提出”を

求める請願 

請願者 全日本年金者組合 福岡県本部 執行委員長 牧 忠孝 

紹介議員 中山 郁美 （福岡市） 

請願項目 

国及び関係省庁に対し、以下の点について「意見書」を提出してくだ

さい。 

一 現行の「７５歳以上医療費窓口負担２割」を廃止し、２割負担対象

者拡大計画を断念すること 

一 医療保険料の増額、介護保険料引き上げ、介護サービス利用料引き

上げ等をやめ、社会保障の充実を図ること 

一 「マイナ保険証」の強制をやめ、「健康保険証」制度を回復すること 

審査結果 不採択 

特記事項 起立採決により賛成少数 
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請願第２号 
７５歳以上の医療費窓口自己負担２割化の中止などを求める意見書提

出についての請願書 

請願者 福岡県社会保障推進協議会 会長 大脇 爲常 

紹介議員 中山 郁美 （福岡市） 

請願項目 

１．国と関係省庁に対し、「７５歳以上の医療費窓口負担について２割

化の中止を求める意見書」を提出してください。 

２．国と関係省庁に対し、「高額療養費の上限額引き上げの中止を求め

る意見書」を提出してください。 

３．国と関係省庁に対し、「従来の健康保険証廃止の撤回を求める意見

書」を提出してください。 

審査結果 不採択 

特記事項 起立採決により賛成少数 

 

 

請願第３号 
７５歳以上の医療費窓口２割自己負担の凍結を求める意見書採択等に

ついての請願書 

請願者 福岡・佐賀民医連共同組織連絡会 会長 堤 和則 

紹介議員 中山 郁美 （福岡市） 

請願項目 

１．国と関係省庁に対し「７５歳以上の医療費窓口負担２割の凍結を求

める意見書」を提出して下さい。 

２．１が難しい場合、国と関係省庁に対し負担を抑える配慮措置を 2025

年 10月以降も継続して下さい。 

審査結果 不採択 

特記事項 起立採決により賛成少数 

 

 


